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34.7 
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27年
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り

▲
持ち家 民営の借家

第11章 住居 
 
 

１ 住宅の所有の関係 
 

「持ち家」の割合は62.3％に上昇 

住宅に住む一般世帯1（5246万１千世帯）を住宅の所有の関係別にみると，「持ち家」に住む世

帯が3269万４千世帯と最も多く，住宅に住む一般世帯に占める「持ち家」の割合は62.3％となっ

ている。次いで「民営の借家」が1510万８千世帯（住宅に住む一般世帯の28.8％），都道府県や

市区町村営の「公営の借家」が204万６千世帯（同3.9％），社宅や公務員宿舎などの「給与住

宅」が129万１千世帯（同2.5％），「都市再生機構･公社の借家」が84万５千世帯（同1.6％）とな

っており，これらの借家に住む世帯を合わせると，住宅に住む一般世帯の３割以上を占めている。

また，住宅に「間借り」している世帯は，47万６千世帯（同0.9％）となっている。 

住宅に住む一般世帯に占める「持ち家」の割合を平成22年と比べると，61.9％から62.3％に上

昇している。（図11－１，表11－１） 

 

「持ち家」の割合は人口集中地区が55.5％，

人口集中地区以外の地区が80.4％ 

 全国の人口集中地区，人口集中地

区以外の地区別に，住宅に住む一般

世帯に占める「持ち家」の割合をみ

ると，人口集中地区は55.5％，人口

集中地区以外の地区は80.4％となっ

ており，人口集中地区以外の地区で

は人口集中地区に比べて「持ち家」

の割合が約25ポイント高くなってい

る。 

「持ち家」の割合を平成22年と比

べると，人口集中地区は22年の

54.7％から上昇，人口集中地区以外

の地区は22年の80.4％と同水準とな

っている。（図11－１，表11－１） 

 

                                                  
1 住宅に住む一般世帯とは，一般世帯のうち住宅以外（寄宿舎・寮や病院・学校・旅館・会社・工場・事務所など）に居住し

ている世帯を除いたものである。 

図11－１ 住宅の所有の関係別住宅に住む一般世帯の割合 

－全国（平成22年，27年） 
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総数 持ち家
公 営 の
借 家

都 市 再 生
機構・公社

の借家
１ ）

民 営 の
借 家

給与 住宅 間借り

全　国

（千世帯）

平成 12年 45,693 27,905 2,190 952 12,298 1,799 549

17年 48,168 29,927 2,173 1,001 13,005 1,527 536

22年 51,055 31,594 2,153 917 14,371 1,442 577

27年 52,461 32,694 2,046 845 15,108 1,291 476

（％）

平成 12年 100.0 61.1 4.8 2.1 26.9 3.9 1.2

17年 100.0 62.1 4.5 2.1 27.0 3.2 1.1

22年 100.0 61.9 4.2 1.8 28.1 2.8 1.1

27年 100.0 62.3 3.9 1.6 28.8 2.5 0.9

（％）

平成12年～17年 5.4 7.2 -0.8 5.1 5.7 -15.1 -2.5

　　17年～22年 6.0 5.6 -0.9 -8.4 10.5 -5.6 7.8

　　22年～27年 2.8 3.5 -5.0 -7.9 5.1 -10.4 -17.5

人口集中地区

（千世帯）

平成 12年 32,172 16,917 1,633 882 10,840 1,467 433

17年 34,163 18,620 1,614 933 11,350 1,231 415

22年 36,813 20,138 1,607 879 12,574 1,164 452

27年 38,156 21,191 1,511 817 13,227 1,046 363

（％）

平成 12年 100.0 52.6 5.1 2.7 33.7 4.6 1.3

17年 100.0 54.5 4.7 2.7 33.2 3.6 1.2

22年 100.0 54.7 4.4 2.4 34.2 3.2 1.2

27年 100.0 55.5 4.0 2.1 34.7 2.7 1.0

（％）

平成12年～17年 6.2 10.1 -1.2 5.8 4.7 -16.1 -4.3

　　17年～22年 7.8 8.2 -0.4 -5.8 10.8 -5.5 9.0

　　22年～27年 3.6 5.2 -6.0 -7.0 5.2 -10.2 -19.6

人口集中地区以外の地区

（千世帯）

平成 12年 13,521 10,988 557 70 1,458 332 116

17年 14,006 11,308 560 68 1,654 296 121

22年 14,242 11,457 547 38 1,797 278 126

27年 14,305 11,502 535 28 1,881 246 113

（％）

平成 12年 100.0 81.3 4.1 0.5 10.8 2.5 0.9

17年 100.0 80.7 4.0 0.5 11.8 2.1 0.9

22年 100.0 80.4 3.8 0.3 12.6 2.0 0.9

27年 100.0 80.4 3.7 0.2 13.1 1.7 0.8

（％）

平成12年～17年 3.6 2.9 0.4 -3.7 13.5 -11.0 4.3

　　17年～22年 1.7 1.3 -2.3 -43.8 8.6 -6.0 3.8

　　22年～27年 0.4 0.4 -2.1 -27.1 4.7 -11.5 -10.0

1) 平成12年は「公団・公社の借家」として表章

住　宅　に　住　む　一　般　世　帯

実　数

割　合

増減率

地域，年次

割　合

増減率

実　数

割　合

増減率

実　数

表 11－１ 住宅の所有の関係別住宅に住む一般世帯の推移－全国（平成 12 年～27 年） 
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総 数 一戸建 長屋建 共同住宅 その他
平成 7 年 42,614 25,337 2,072 15,127 78

12 年 45,693 26,754 1,723 17,109 107
17 年 48,168 27,533 1,539 19,014 81
22 年 51,055 28,425 1,302 21,225 100
27 年 52,461 28,947 1,019 22,410 84

平成 7 年 100.0 59.5 4.9 35.5 0.2
12 年 100.0 58.6 3.8 37.4 0.2
17 年 100.0 57.2 3.2 39.5 0.2
22 年 100.0 55.7 2.6 41.6 0.2
27 年 100.0 55.2 1.9 42.7 0.2

1)平成７年～22年は，住宅の建て方「不詳」を含む。

実
数

割
合
(％)

年次
住 宅 に 住 む 一 般 世 帯

1)

（
千
世
帯
）

２ 住宅の建て方 
 

「共同住宅」の割合は42.7％で，平成22年に引き続き上昇 

住宅に住む一般世帯を住宅の建て方別にみると，「一戸建」に住む世帯が2894万７千世帯（住

宅に住む一般世帯の55.2％）と最も多く，次いで「共同住宅」が2241万世帯（同42.7％），「長屋

建」が101万９千世帯（同1.9％）などとなっている。「共同住宅」の割合の推移を平成７年以降

についてみると，一貫して上昇しており，22年と比べると，41.6％から42.7％に上昇している。

また，「共同住宅」に住む世帯2241万世帯を共同住宅の階数別にみると，「１・２階建」が621万

４千世帯，「３～５階建」が834万４千世帯，「６階建以上」が785万３千世帯となっている。 

 建て方別割合を住宅の所有の関係別にみると，「持ち家」に住む世帯では，83.2％が「一戸

建」に住んでいるのに対し，「公営の借家」，「都市再生機構・公社の借家」，「民営の借家」及び

「給与住宅」の各借家に住む世帯では，いずれも８割以上が「共同住宅」に住んでいる。「公営

の借家」に住む世帯は，86.1％が「共同住宅」，11.4％が「長屋建」に住んでおり，他の借家に

住む世帯と比べ「長屋建」の割合が高くなっている。また，「都市再生機構・公社の借家」に住

む世帯は，ほぼ全てが「共同住宅」に住んでいる。（図11－２，表11－２，表11―３） 

 

「一戸建」の割合は人口集中地区が44.6％，人口集中地区以外の地区が83.3％ 

 全国の人口集中地区，人口集中地区以外の地区別に，住宅に住む一般世帯の割合を住宅の建て

方別にみると，人口集中地区は「一戸建」が44.6％，「共同住宅」が53.3％となっており，人口

集中地区以外の地区の「一戸建」（83.3％），「共同住宅」（14.4％）に比べ，「一戸建」の割合が

低く，「共同住宅」の割合が高くなっている。 

建て方別割合を住宅の所有の関係別にみると，人口集中地区における「持ち家」に住む世帯の

うち「一戸建」は74.8％であるのに対し，人口集中地区以外の地区においては98.5％とほぼ全て

が「一戸建」となっている。人口集中地区における「公営の借家」に住む世帯は，「共同住宅」

が95.9％，「長屋建」が3.6％であるのに対し，人口集中地区以外の地区ではそれぞれ58.5％，

33.3％となっており，人口集中地区以外の地区における「公営の借家」に住む世帯は，人口集中

地区に比べて「共同住宅」の割合が低く，「長屋建」の割合が高くなっている。 

また，人口集中地区においては，「民営の借家」に住む世帯の89.7％，「給与住宅」に住む世帯

の90.3％が「共同住宅」となっており，いずれも「共同住宅」が９割程度を占めているのに対し，

人口集中地区以外の地区ではそれぞれ73.5％，70.5％と７割程度で，「一戸建」の割合（「民営の

借家」の20.9％，「給与住宅」の21.5％）がそれぞれ２割以上を占めている。 

（図11－２，表11－３） 

 

 

表11－２ 住宅の建て方別住宅に住む一般世帯の推移－全国（平成７年～27年） 
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55.2

83.2

61.4

11.4

42.7

16.1

86.1

99.8

87.7

86.6

34.7

総 数

持 ち 家

公営の借家

都市再生機構･

公社の借家

民営の借家

給 与 住 宅

間 借 り

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

一戸建 長屋建 共同住宅

（％）

44.6

74.8

54.9

53.3

24.2

95.9

99.8

89.7

90.3

41.1

総 数

持 ち 家

公営の借家

都市再生機構･

公社の借家

民営の借家

給 与 住 宅

間 借 り

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

一戸建 長屋建 共同住宅

（％）
全国 人口集中地区 人口集中地区以外の地区

83.3

98.5

20.9

21.5

82.3

33.3

14.4

58.5

98.2

73.5

70.5

13.9

総 数

持 ち 家

公営の借家

都市再生機構･

公社の借家

民営の借家

給 与 住 宅

間 借 り

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

一戸建 長屋建

共同住宅

（％）

その他その他その他

総 数 １･２
階建

３～５
階建

６階建
以上

全　国

総数 52,461 28,947 1,019 22,410 6,214 8,344 7,853 84 100.0 55.2 1.9 42.7 0.2

持ち家 32,694 27,187 200 5,276 151 1,124 4,001 31 100.0 83.2 0.6 16.1 0.1

公営の借家 2,046 51 233 1,762 56 1,169 537 0 100.0 2.5 11.4 86.1 0.0

845 0 2 843 1 433 408 - 100.0 0.0 0.2 99.8 -

民営の借家 15,108 1,295 533 13,247 5,704 4,992 2,551 34 100.0 8.6 3.5 87.7 0.2

給与住宅 1,291 122 38 1,118 242 565 311 14 100.0 9.4 3.0 86.6 1.0

間借り 476 293 14 165 60 61 44 5 100.0 61.4 2.9 34.7 1.0

人口集中地区

総数 38,156 17,033 704 20,353 5,062 7,633 7,659 65 100.0 44.6 1.8 53.3 0.2

持ち家 21,191 15,855 180 5,132 136 1,096 3,900 25 100.0 74.8 0.8 24.2 0.1

公営の借家 1,511 8 54 1,449 14 924 511 0 100.0 0.5 3.6 95.9 0.0

817 0 1 815 1 409 405 - 100.0 0.0 0.2 99.8 -

民営の借家 13,227 902 434 11,863 4,694 4,671 2,498 28 100.0 6.8 3.3 89.7 0.2

給与住宅 1,046 69 23 945 168 476 301 9 100.0 6.6 2.2 90.3 0.8

間借り 363 200 11 149 49 57 43 4 100.0 54.9 3.0 41.1 1.0

総数 14,305 11,914 314 2,057 1,152 711 194 20 100.0 83.3 2.2 14.4 0.1

持ち家 11,502 11,332 20 144 15 28 101 6 100.0 98.5 0.2 1.3 0.1

公営の借家 535 44 178 313 42 246 26 0 100.0 8.2 33.3 58.5 0.0

28 0 0 27 1 24 3 - 100.0 0.5 1.3 98.2 -

民営の借家 1,881 393 98 1,383 1,010 320 53 7 100.0 20.9 5.2 73.5 0.4

給与住宅 246 53 15 173 74 89 10 5 100.0 21.5 6.1 70.5 1.9

間借り 113 93 3 16 11 4 1 1 100.0 82.3 2.5 13.9 1.3

共 同
住 宅

長 屋
建

一 戸
建

人口集中地区以外の地区

都市再生機構
・公社の借家

そ
の
他

都市再生機構
・公社の借家

都市再生機構
・公社の借家

住宅に住む一般世帯数　（千世帯）

総 数

住宅の建て方別割合（％）

地域，

住宅の所有の関係 総 数 一戸建 長屋建

共 同 住 宅 そ
の
他

図11－２ 住宅の所有の関係，住宅の建て方別住宅に住む一般世帯の割合－全国（平成27年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表11－３ 住宅の所有の関係，住宅の建て方別住宅に住む一般世帯－全国（平成27年） 
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３ 住宅の所有の関係の都道府県別比較 
 

「持ち家」の割合は富山県が78.1％と最も高い 

 住宅に住む一般世帯に占める「持ち家」の割合を都道府県別にみると，富山県が78.1％と最も

高く，次いで秋田県（78.0％），福井県（75.7％），山形県（75.0％），新潟県（74.6％）などと

なっており，おおむね東北，中部地方の日本海側の県において高い傾向となっている。 

一方，割合が最も低いのは東京都の47.7％で，次いで沖縄県（48.6％），福岡県（53.8％），大

阪府（56.3％），北海道（56.8％）などとなっている。これらの都道府県に宮城県，神奈川県，

愛知県，広島県及び京都府を加えた10都道府県において全国平均（62.3％）を下回っており，お

おむね大都市を含む都道府県で低い傾向が見られる。（図11－３，表11－４） 

 

 

 

図11－３ 住宅に住む一般世帯の持ち家の割合－都道府県（平成27年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ）は分布数

  75.0％以上 (３)

70.0％以上 75.0％未満 (13)

65.0％以上 70.0％未満 (19)

  65.0％未満 (12)
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総数 持ち家
公営の
借家

都市再生

機構・公

社の借家

民営の
借家

給与
住宅

間借り 総数 持ち家
公営の
借家

都市再生

機構・公

社の借家

民営の
借家

給与
住宅

間借り

全 国 52,461 32,694 2,046 845 15,108 1,291 476 100.0 62.3 3.9 1.6 28.8 2.5 0.9

北 海 道 2,406 1,365 155 11 762 81 31 100.0 56.8 6.5 0.5 31.7 3.4 1.3

青 森 県 502 358 19 0 107 12 6 100.0 71.2 3.8 0.1 21.4 2.3 1.2

岩 手 県 481 330 24 1 106 14 5 100.0 68.7 5.1 0.2 22.0 2.9 1.0

宮 城 県 928 546 42 6 300 30 6 100.0 58.8 4.5 0.6 32.3 3.2 0.6

秋 田 県 384 299 12 0 62 8 3 100.0 78.0 3.1 0.1 16.1 2.1 0.7

山 形 県 389 292 10 0 77 9 2 100.0 75.0 2.5 0.1 19.8 2.2 0.4

福 島 県 714 472 41 1 175 19 6 100.0 66.1 5.8 0.2 24.5 2.7 0.8

茨 城 県 1,104 781 30 5 253 27 8 100.0 70.7 2.7 0.4 22.9 2.5 0.8

栃 木 県 751 523 19 1 184 19 5 100.0 69.6 2.5 0.1 24.5 2.5 0.7

群 馬 県 758 542 29 1 169 13 5 100.0 71.4 3.8 0.1 22.3 1.7 0.7

埼 玉 県 2,928 1,963 38 74 770 58 24 100.0 67.0 1.3 2.5 26.3 2.0 0.8

千 葉 県 2,555 1,686 36 81 664 66 22 100.0 66.0 1.4 3.2 26.0 2.6 0.8

東 京 都 6,591 3,145 265 225 2,673 194 89 100.0 47.7 4.0 3.4 40.6 2.9 1.3

神奈川県 3,895 2,358 98 86 1,221 96 35 100.0 60.5 2.5 2.2 31.4 2.5 0.9

新 潟 県 837 624 19 1 172 17 4 100.0 74.6 2.3 0.1 20.5 2.0 0.5

富 山 県 384 300 10 1 63 8 2 100.0 78.1 2.7 0.2 16.4 2.1 0.5

石 川 県 446 310 11 0 109 11 5 100.0 69.5 2.5 0.1 24.4 2.5 1.0

福 井 県 273 207 8 0 49 7 2 100.0 75.7 3.0 0.1 18.1 2.5 0.7

山 梨 県 326 227 16 0 73 7 3 100.0 69.8 4.8 0.1 22.3 2.1 0.9

長 野 県 793 570 30 1 166 20 6 100.0 72.0 3.7 0.1 21.0 2.5 0.7

岐 阜 県 738 547 15 2 155 13 5 100.0 74.1 2.1 0.3 21.0 1.7 0.7

静 岡 県 1,403 950 34 4 366 38 11 100.0 67.7 2.4 0.3 26.1 2.7 0.8

愛 知 県 2,973 1,801 126 53 894 77 23 100.0 60.6 4.2 1.8 30.1 2.6 0.8

三 重 県 701 518 15 2 141 20 6 100.0 73.8 2.2 0.3 20.1 2.8 0.8

滋 賀 県 523 380 11 2 113 14 3 100.0 72.6 2.1 0.5 21.6 2.6 0.6

京 都 府 1,137 705 35 26 342 20 10 100.0 62.0 3.1 2.2 30.0 1.7 0.9

大 阪 府 3,867 2,179 228 123 1,232 72 33 100.0 56.3 5.9 3.2 31.9 1.9 0.9

兵 庫 県 2,273 1,481 124 53 552 49 15 100.0 65.1 5.5 2.3 24.3 2.1 0.7

奈 良 県 522 383 16 12 102 6 4 100.0 73.4 3.0 2.4 19.5 1.1 0.7

和歌山県 387 287 17 2 72 6 3 100.0 74.2 4.3 0.4 18.7 1.6 0.8

鳥 取 県 213 148 9 0 49 4 3 100.0 69.4 4.3 0.2 22.9 2.1 1.2

島 根 県 260 184 14 2 51 8 2 100.0 70.7 5.2 0.6 19.5 3.1 0.9

岡 山 県 758 508 20 3 202 19 6 100.0 67.0 2.6 0.4 26.7 2.5 0.8

広 島 県 1,184 733 40 3 360 37 11 100.0 61.9 3.4 0.2 30.4 3.1 0.9

山 口 県 587 396 34 2 136 15 4 100.0 67.4 5.8 0.3 23.1 2.6 0.7

徳 島 県 301 210 15 0 67 5 3 100.0 69.8 5.1 0.1 22.3 1.8 1.0

香 川 県 391 276 13 0 87 12 3 100.0 70.5 3.3 0.1 22.2 3.2 0.8

愛 媛 県 581 390 22 0 149 14 6 100.0 67.1 3.9 0.0 25.6 2.4 1.0

高 知 県 315 211 16 0 78 7 4 100.0 66.9 5.0 0.1 24.6 2.2 1.2

福 岡 県 2,166 1,164 124 52 756 53 17 100.0 53.8 5.7 2.4 34.9 2.4 0.8

佐 賀 県 296 205 8 0 73 7 2 100.0 69.5 2.6 0.1 24.8 2.2 0.8

長 崎 県 548 357 36 1 133 16 5 100.0 65.1 6.5 0.3 24.3 2.9 0.9

熊 本 県 693 444 39 1 187 17 6 100.0 64.0 5.6 0.1 27.0 2.4 0.8

大 分 県 477 304 22 1 135 12 4 100.0 63.7 4.7 0.2 28.2 2.5 0.8

宮 崎 県 456 303 28 0 112 9 4 100.0 66.5 6.1 0.1 24.6 2.0 0.8

鹿児島県 713 466 46 1 177 17 6 100.0 65.3 6.5 0.1 24.8 2.4 0.9

沖 縄 県 553 269 28 1 234 11 9 100.0 48.6 5.1 0.2 42.3 2.0 1.7

実数（千世帯） 割合（％）

都道府県

表11－４ 住宅の所有の関係別住宅に住む一般世帯－都道府県（平成27年） 
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４ 住宅の建て方の都道府県別比較 
 

「一戸建」の割合は秋田県が81.2％と最も高い 

 住宅に住む一般世帯に占める「一戸建」の割合を都道府県別にみると，秋田県が81.2％と最も

高く，次いで富山県（78.3％），山形県（77.5％），福井県（77.4％），青森県（76.5％）などと

なっており，おおむね日本海側の県において高い傾向が見られる。 

一方，割合が最も低いのは東京都の30.1％で，次いで大阪府（41.6％），神奈川県（43.0％），

沖縄県（43.5％），福岡県（45.7％）などとなっており，これらの５都府県では５割を下回って

いる。また，これらの５都府県に兵庫県，愛知県，北海道及び千葉県を加えた９都道府県におい

て全国平均（55.2％）を下回っている。（図11－４，表11－５） 

 

「共同住宅」の割合は東京都が68.7％と最も高い 

住宅に住む一般世帯に占める「共同住宅」の割合を都道府県別にみると，東京都が68.7％と最

も高く，次いで沖縄県（55.5％），神奈川県（55.3％），大阪府（54.8％），福岡県（52.0％）な

どとなっており，おおむね大都市を含む都府県において高い傾向となっている。また，これらの

都府県に兵庫県，愛知県，千葉県及び北海道を加えた９都道府県において全国平均（42.7％）を

上回っている。 

一方，割合が最も低いのは秋田県の17.1％で，次いで富山県（20.6％），和歌山県及び青森県

（20.7％），福井県（21.2％）などとなっており，「一戸建」の割合が高い都道府県ほど「共同住

宅」の割合が低い傾向がみられる。（図11－５，表11－５） 

 

図11－４ 住宅に住む一般世帯の一戸建の割合  図11－５ 住宅に住む一般世帯の共同住宅の割合 

－都道府県（平成27年）            －都道府県（平成27年） 

 

( )は分布数 

  41.0％以上 (12)

  31.0％以上 41.0％未満 (４)

  21.0％以上 31.0％未満 (27)

  21.0％未満 (４)

( )は分布数 

  56.0％以上 66.0％未満 (４)

  66.0％以上 76.0％未満 (27)

  76.0％以上 (５)

  56.0％未満 (11)
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総 数 一戸建 長屋建 共同住宅 その他 総 数 一戸建 長屋建 共同住宅 その他

全 国 52,461 28,947 1,019 22,410 84 100.0 55.2 1.9 42.7 0.2

北 海 道 2,406 1,291 71 1,039 5 100.0 53.7 2.9 43.2 0.2

青 森 県 502 384 13 104 1 100.0 76.5 2.6 20.7 0.2

岩 手 県 481 350 17 112 1 100.0 72.9 3.6 23.3 0.2

宮 城 県 928 520 23 384 1 100.0 56.0 2.5 41.3 0.1

秋 田 県 384 311 6 66 0 100.0 81.2 1.6 17.1 0.1

山 形 県 389 301 4 83 1 100.0 77.5 1.0 21.4 0.1

福 島 県 714 496 21 196 1 100.0 69.5 2.9 27.5 0.1

茨 城 県 1,104 802 16 285 1 100.0 72.6 1.5 25.8 0.1

栃 木 県 751 542 9 198 1 100.0 72.3 1.2 26.4 0.1

群 馬 県 758 566 10 181 1 100.0 74.6 1.3 23.9 0.1

埼 玉 県 2,928 1,655 32 1,237 3 100.0 56.5 1.1 42.3 0.1

千 葉 県 2,555 1,387 36 1,129 3 100.0 54.3 1.4 44.2 0.1

東 京 都 6,591 1,985 63 4,530 12 100.0 30.1 1.0 68.7 0.2

神奈川県 3,895 1,676 61 2,153 6 100.0 43.0 1.6 55.3 0.1

新 潟 県 837 629 11 195 1 100.0 75.2 1.3 23.3 0.1

富 山 県 384 301 4 79 1 100.0 78.3 1.0 20.6 0.1

石 川 県 446 313 5 127 1 100.0 70.1 1.1 28.6 0.2

福 井 県 273 211 3 58 1 100.0 77.4 1.2 21.2 0.2

山 梨 県 326 238 5 82 0 100.0 73.2 1.4 25.2 0.1

長 野 県 793 592 22 178 1 100.0 74.7 2.7 22.4 0.2

岐 阜 県 738 552 13 171 1 100.0 74.8 1.8 23.2 0.2

静 岡 県 1,403 940 20 440 2 100.0 67.0 1.4 31.4 0.2

愛 知 県 2,973 1,556 57 1,355 5 100.0 52.4 1.9 45.6 0.2

三 重 県 701 525 11 164 1 100.0 74.8 1.6 23.4 0.2

滋 賀 県 523 358 9 156 1 100.0 68.4 1.6 29.8 0.1

京 都 府 1,137 628 28 479 2 100.0 55.3 2.4 42.1 0.1

大 阪 府 3,867 1,610 132 2,118 8 100.0 41.6 3.4 54.8 0.2

兵 庫 県 2,273 1,157 51 1,062 3 100.0 50.9 2.3 46.7 0.1

奈 良 県 522 351 17 154 1 100.0 67.2 3.2 29.4 0.1

和歌山県 387 291 15 80 1 100.0 75.3 3.8 20.7 0.2

鳥 取 県 213 154 5 54 0 100.0 71.9 2.5 25.5 0.2

島 根 県 260 189 7 63 0 100.0 72.7 2.7 24.4 0.2

岡 山 県 758 517 19 221 2 100.0 68.2 2.5 29.1 0.2

広 島 県 1,184 676 28 477 2 100.0 57.1 2.4 40.3 0.2

山 口 県 587 401 14 171 1 100.0 68.4 2.4 29.1 0.2

徳 島 県 301 213 8 79 1 100.0 70.8 2.7 26.3 0.2

香 川 県 391 272 9 110 1 100.0 69.5 2.2 28.1 0.2

愛 媛 県 581 405 14 161 1 100.0 69.7 2.4 27.7 0.2

高 知 県 315 220 8 87 1 100.0 69.9 2.5 27.5 0.2

福 岡 県 2,166 990 47 1,126 3 100.0 45.7 2.1 52.0 0.1

佐 賀 県 296 212 7 76 1 100.0 71.8 2.4 25.6 0.2

長 崎 県 548 363 15 170 1 100.0 66.1 2.7 31.0 0.2

熊 本 県 693 452 17 223 1 100.0 65.2 2.5 32.1 0.2

大 分 県 477 305 9 163 1 100.0 63.8 1.9 34.1 0.2

宮 崎 県 456 322 8 126 1 100.0 70.5 1.8 27.6 0.1

鹿児島県 713 496 13 203 1 100.0 69.5 1.9 28.5 0.1

沖 縄 県 553 241 5 307 1 100.0 43.5 0.8 55.5 0.2

都道府県

実数（千世帯） 割合（％）

表11－５ 住宅の建て方別住宅に住む一般世帯－都道府県（平成27年） 
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